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ソ連邦が崩壊 して約10年 が経過 したが,こ の間に新生ロシアでは市場経済化に照応 した企業
会計制度の構築が進 められてきた。 とりわけ21世 紀を間近にした1990年 代の末期 におけるこの
会計改革は,1998年3月6日 付で政府が決定 した財務諸表の国際基準による会計改革プログラ
ムに従 って,1)財 務諸表の利用者 とくに投資家への有益な情報提供,2)国 際会計基準 との調和
化,3)個 々の組織 に対する会計改編の支援に向けて行われてきている([1]9～12ペ ージ)。 ま
たこの約10年 間の会計改革では,会 計規制のための会計法規の制定が進 められてきた。 とくに
現在では,会 計の制度化 にとって主要な会計法規 としては,「囁会計に関する"連 邦法」(以 下,
「会計連邦法」という)と,こ の法律 を基礎にレて制定 されている 「ロシア連邦 における会計 と
報告書に関する規程」(以 下,「 会計 と報告書の規程」 という)と があ り,こ れらの会計法規に
1)
基づいた企業会計の制度化がなされてきている。
こうした今 日の会計改革のもとで,ロ シア連邦財務省(以 下,財 務省 という)は,1999年5
月6日 に 「"組織の収益"の 会計規程」([2]3～6ペ ージ)を,ま た同日に 「"組織の費用"の 会
計規程」([3]7～10ペ ージ)を それぞれ承認 した。2000年1月1日 か ら適用されるこの二つの
会計規程(nom)KeHHeno6yxr㎝TepcKoMyyqeTy,略してHBy)は,表1に みるような財務
1)「 会計連邦法」を基礎にし「会計 と報告書の規程」を基軸 とするロシアにおける規範的会計規制 システ
ムについては,[18][20]を 参照されたい。
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省の承認年度 と連番 とが付された一連の会計規程 となるものであり,収 益の規程をnBy・9/99,
費用の規程をHBy10/99と 略称 し,そ の他の一連 の会計規程 とともに 「会計 と報告書の規程」
を補完するものとして制定されている。「会計 と報告書の規程」と一連の会計規程 とは,西 側の
会計基準 に相当す'るものである。
いうまで もな く,当 期収益か ら当期費用を差し引いて企業の当期利益 を算定する期間損益計
算 は,企 業会計 にとって最 も重要な課題の一つである。 この課題 を解決するためには収益 と費
用の概念,項 目,認 識,測 定のそれぞれが明確になっていなければならないが,そ れを規定し
たのがnBy9/99で ありそしてnBy10/99で ある。そこでこの小論では,ま ず規程の連番順 に
収益の会計規程 をついで費用の会計規程を紹介し,ま たこの二つの会計規程に対する若干の解























2)近 年 の ロ シア に は,従 前 に はな か っ た西 側 の 多 くの 会計 用 語 が 直 輸入 されて きて お り,そ れ らの 用 語 は
必 ず し も相 互 に整合 性 を もつ こ とな く,会 計 法規 に まず 採 り入 れ られ て い る。そ こで こ こで は,規 程 に盛 ら
れ て い る ロ シア 語の 会 計 用語 を原 則 として 以下 の よ うに訳 出 して い る。BHpyqKa一 売上 高,凪oxo月 一収 益,
3aTPaTa一 経 費,onπaTa一 支 出,nocTyme朋e一 収 入,pacx四 一費 用,ce6ecToMMocTb一 原 価 。
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II収 益の会計規程の内容
HBy9/99は,1.総 則(1～4条),II.通 常的種類の活動からの収益(5～6.7条),III.そ の
他の収入(7～11条),IV.収 益の認識(12～16条),V.会 計報告書への情報開示(17～21条)
からなる。
1の 総則では,非 営利組織 の収益 はその事業活動などからの収益 とした上で,本 規程は主に
信用 と保険の組織 を除 く法人の営利組織のための収益の情報を定めた ものであり(1条),収 益 と
は,資 産(貨 幣的資金,そ の他の資産)の 流入,お よび(ま たは)参 加者(資 産の所有者)の
出資を除 く当該組織 の資本の増加 となる債務の返済の結果 としての経済的便益(3KOHO闘 一
qeCKaqBHro几a)の 増加であ り(2条),他 の法人 と自然人か ら受 け入れた①付加価値税額,② 契.
約金,③ 暫定金,④ 前受金,⑤ 手付金,⑥ 保証金,⑦ 貸付金返済額などは収益ではないとして
いる(3条)。
そして,収 益 を①通常的種類の活動か らの収益(几oxo胆oTo6blqHblxBH江oB江eHTe∬bHocTH),
②営業収益(onepa耶oHHHe八oxo恥1),③ 実現外収益(BHepe飢H3aHHoHHHe八oxo胴)と に区分
し,本 規程では通常的種類の活動か らの収益 と異なる収益をその他の収入 とし,そ の他の収入
として特別収益(qpe3BHqa飯HHe八oxo恥1)を 関連づける(4条)と 規定 している。
IIの通常的種類の活動か らの収益では,こ の収益 を生産物 と商品の売上,遂 行 した作業,提
供 した役務 と関連 した収益(売 上高)と した上で,リ ース会社ではその受取 リース料,パ テン
トや産業見本などの知的所有物 を有償で提供することを主活動 とする組織ではその収入(ラ イ
センス料,ロ イヤ リティー),他 組織の定款資本への参加を主活動 とする組織ではその収入は通
常的種類の活動か らの売上高 となるが,組 織の主活動 とならない資産の賃貸,知 的所有物の提
供,他 組織の定款資本への参加からの収益 は営業収益 となること(5条),売 上高は貨幣的資金や
その他の資産の収入額および(ま たは)債 権額で計上され,収 入額が売上高の一部のみ償うと
きには収入額 と債権額(収 入額で償われなかった部分)で 計上されるとしている(6条)。
さらに,① 収入額 と債権額は組織 と得意先(注 文主)と の契約価格で決定 され,契 約条件に
価格が示されていないときには,類 似の生産物(商 品,作 業,役 務)の 価格 との比較で決定さ
れること(6.1条),② 売上代金の延納や分割を予定した信用販売による売上高は,そ の債権総額
で計上され こと(6.2条),③ 契約で非貨幣的資金による売上代金の受領 を予定 した収入額 と債権
額 は,組 織が入手 した物財の価額で計上 され,そ の価額は類似の物財の価額 との比較で決定さ
れること(6.3条),④ 売上代金の契約条件を変更する場合 には,当 初の収入額 と債権額は組織が
受け入れる資産価額 に基づいて修正 されること(6.4条),⑤ 収入額 と債権額は契約に従って割引
(割増)を 考慮 して決定 されること(6.5条),⑥ 売上代金 を外貨で受領するときには,そ の為替
差額 を考慮 して収入額が決定 されること(6.6条),⑦ 不良債権引当金の設定に際 しては,そ の売
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上高の金額が変更されないことなど(6.7条)を 規定している。
IIIのその他の収入(npoqMenocTy皿eHMH)で は,営 業収益 として,5条 で触れた組織の主活
動 とならない資産の賃貸,知 的所有物の提供,他 組織の定款資本への参加からの収入の外に,
①合弁活動(単 純な集団契約の もの)か ら得た利益,② 固定資産の売却や貨幣的資金(外 貨を
除 く),生 産物,商 品 とは別のその他の資産の売却からの収入,③ 貨幣的資金の貸付で得た受取
利息や銀行預金で得た利息を列記 している(7条)。 また実現外収益 として,④ 契約条件違反のた
め受 け取った罰金,延 滞料,違 約金,⑤ 無償で(と くに贈与 として)取 得 した資産,⑥ 組織が
被 った損失を補填す るための収入,⑦ 当期に発見 した過年度の利益,⑧ 訴訟有効期間を経過 し
た債務額,⑨ 為替差額,⑩ 資産(流 動外資産 を除 く)の 追加評価額,⑪ その他 の実現外収益を
列挙 している(8条)。 さらに特別収益は,経 済活動の異常事態(天 災,火 災,事 故など)の 結果
として生じた収入(保 険補償金など)で あるとしている(9条)。
くわえて,そ の他の収益はつぎの方法で測定されるとしている(10条)。 ①7条 でみた固定資
産やその他の資産の売却か らの収入,受 取利息,組 織の主活動 とならない他組織の定款資本へ
の参加からの収益は,6条 と同様な方法で測定されること(10.1条)。 ②8条 でみた罰金,延 滞
料,違 約金,損 失補填のための収入は,法 廷で判決された金額 または規定の金額で測定 される
こと(10.2条)。 ③8条 でみた無償で取得 した資産 は当該資産 または類似資産の会計記帳 日の現
実の市場価額で測定 され,そ れは文書や鑑定人の証明書で確認 され ること(10.3条)。 ④8条 で
みた債務額は組織の会計 に記帳された金額で測定 されること(10.4条)。 ⑤8条 でみた資産の追
加評価額 は資産再評価の基準 に従って測定されること(10.5条)。 ⑥その他の収入は現実の金額
で会計 に計上 されること(10.6条)で ある。そして会計の基準 で他の方法を定 めていない場合
には,そ の他の収入は損益勘定 に記入 される(11条)と 規定している。
IVの収益の認識(叩M3HaHMe)で は,売 上高を認識する条件 として,① 組織 に契約や他に認
め られた適応の方法で売上代金を受け取る権利があること(12条a項),② 売上高の金額が確定
されていること(12条6項),③ 取引の結果 として経済的便益が増加すること(12条B項),④ 生
産物(商 品)の 所有権が得意先へ移転 した り,作 業が注文主によって引き取 られること(12条
r項),⑤ 当該取引との関連で発生する費用が測定可能であること(12条P項)を 挙げて,売 上
代金 として組織が得 る貨幣的資金やその他の資産 との関連で上記の条件の一つで も充たされて
いないときには,会 計上,売 上ではな く債務 となるとしている。 また組織の主活動 としての資
産の リース,知 的所有物 の提供,他 組織の定款資本への参加からの売上高は,上 記12条 のa項,
6項,B項 の条件を同時に充たす もの としている(12条A項)。
また,長 期の期間にわたる作業遂行,役 務提供,生 産物販売からの売上高 は,そ の進行基準
または完成基準のいずれかで認識されること(13条),生 産物販売,作 業遂行,役 務提供か らの
売上高の金額が もし決定できないときには,会 計上認められたその費用金額 に基づいて測定さ
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れること(14条),組 織の主活動 とならない資産の賃貸,知 的所有物の提供か らの収入は,経 済
的活動事実の時期的認識の公準および適応の契約条件 とに基づいて,ま たは12条 に従って認識
されるとしている(15条)。
さらに,① 固定資産やその他の資産の売却からの収入,乗 取利息,組 織の主活動 とならない
他組織の定款資本への参加からの収益 は12条 と類似の方法で認識され,受 取利息 は契約条件に
従 って当該会計期間に認識 され,② 罰金,延 滞料,違 約金および損失補填 として受け取 る金額
は,法 廷でその徴収の判決が下された,ま たは債務者がその支払を認めた ときの会計期間に認
識 され,③ 訴訟有効期間を経過 した債務額はその経過 した会計期間に認識 され,④ 資産の追加
評価額は再評価実施 日と関係 した会計期間に測定され,⑤ その他の収入はそれが明らかになっ
た会計期間に認識 される(16条)と 規定している。
Vの 会計報告書への情報開示(pacKpHTMeMHΦoPMa四M)で は,組 織の会計方針の情報 とし
て最小限,会 計報告書には①売上高の認識方法,② 進行基準の内容を開示 し(17条),損 益計算
書 には当期の収益は①売上高,② 営業収益,③ 実現外収益,④ 特別収益(発 生 したとき)の 区
分 を設けて表示されるとしている(18条)。 その際,当 期総収益の5%超 を占める売上高,営 業
収益,実 現外収益はその各種類別に表示され(18.1条),営 業収益 と実現外収益は,会 計法規で
の容認があ りまたは とくに禁止されていないとき,ま た組織の財政状態に とって重要でない指
標 については,当 該収益 と関連 した費用を控除 して損益計算書に表示することができるとして
いる(18.2条)。 また契約で非貨幣的資金による売上代金の受領を予定 した場合,そ の売上高の
情報が開示 され(19条),会 計法規によって損益勘定に記帳されない当期のその他の収益は会計
報告書には別個に開示され(20条),収 益情報は経常活動,投 資活動,財 務活動の区分で開示さ
れるようにする(21条)と 規定している。
皿 若干のコンメンタール
nBy9/99は 利潤追求を目的 とした営利組織における収益に関する会計情報を定 めた規程で
あるが(1条 参照),ま ず規程は収益概念を当該取引の結果 による経済的便益の増大 としてかなり
広義 に定義づけ(2条 参照),つ いで後に国庫へ納める付加価値税を初め とするいわゆる中性的収
入に相当する項目を収益から除外している(3条参照)。収益はその性質,受 入条件,組 織活動の
指向を基準 にして通常的種類の活動からの収益,営 業収益,実 現外収益の三つに区分され,さ
らに特別収益 を設けている(4条 参照)。最初の三つの収益 は現実の実務にとっては慣習的な区分
であるが,特 別収益 を区分 したことはロシアでは初めてのことであ り,同 時に組織がnBy9/
99に 依拠 して収益を自主的に識別することになる([11]1～3ペ ージ)。
通常的種類の活動からの収益は生産物 と商品の販売,遂 行 した作業,提 供 した役務か らの収
益(売 上高)で あるが(5条 参照),こ れは従前には商品,生 産物,作 業,役 務の実現からの売上
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高 といわれていた ものであ り,今 回,当 該取引を正確に表現す るために,実 現(pe紐"3a耶H)
の用語 を使用せずに,ロ シア連邦民法典(以 下,「 民法典」 とい う)で 使用 されてい る販 売
(npo凪a)Ka)の 用語を採 り入れている([11]3ペ ージ)。 この場合,リ ース,知 的所有物の提供,
他組織の定款資本への参加 を主活動 とする組織ではその活動か らの収益は通常的種類の活動 か
らの収益 となるが,一 般の組織での一時的なそれ らの活動からの収益は営業収益 となる(5条 参
照)。 ここで組織活動の対象が問題 となるが,そ れは,重 要性の原則(npaB朋ocy皿ecTBeHHo(πM)




売上 高 は貨 幣的資金等 の収 入額 や債権額 で計上 され る と規定 して い るが,そ の基 礎 には経 済
的活動事 実 の時期的認識 の公準(員ony田eHHeBpeMeHH甜onpe脚eHHocTHΦaKToBxo3H藪cTBeHH崩
4)
凪eHTeπbHOCTM)が ある。 当然,収 入額 が売上高 の一部 の み償 うな らその残高 は債 権額 どな る
(6条 参照)。6.1～6.7条 にはさ まざまな取 引 のも とで生 じる売上 高 を測 定す る方法が示 され て
5)
いるが,そ こには「民法典」424条の価格 に関渉る規定がその基礎 となっている([11]3ペ ージ)。
売上代金 を外貨で受領するときにはその為替差額を考慮 しなければならないが(6.6条 参照),そ
6)
の基礎 には 「民法典」317条の金銭債務の通貨に関する規定がある。 この場合,ル ーブル額 は
支払 日における当該外貨 または条件付通貨単位の公定 レー ト,ま たは法律や当事者の合意 によ
る別のレー トで決定する([11]4ペ ージ)。不良債権引当金の設定に際 しては売上高の金額 を変








は,こ れについて権限を有する国家機関が定めまたは規制する価格(料 金表,査 定価格,定 額料金,等)を
適用する。②契約締結後の価格の変更は,契 約,法 律または法律所定の手続で定められた場合 と事情におい
てこれを認める。③有償契約において価格が定められておらず,か つ,契 約の条件から価格を定めることが
できない場合には,契 約の履行は,同 様の事情において同様の商品,作 業または役務に対して通常徴収され
る価格でこれを支払わなければならない」([15]255ペ ージ)。なお1994年11月 に制定された新民法典は,帝
政ロシア時代の民法の伝統を継承 して会社,有 価証券等を含む民商一元主義を採っている。
6)「 民法典」317条 の条文は以下のようになっている。「①金銭債務は,ル ーブルで表示しなければならな






更させないことは(6.7条 参照),「 会計 と報告書の規程」(1998年7月29日 付財務省承認)に 依拠
している。
nByg/99は,主 に組織の資産活用からの収益か らなる営業収益項目(7条 参照),実 現外収益
項 目(8条 参照)お よび特別収益項 目(9条参照)を 列挙 し,こ れ らの項 目の金額の測定方法
(10.1～10.5条 参照)を 示 している。その他の収入 は現実の価格で計上 されて(10.6条 参照),
損益勘定に記帳されるが(11条 参照),固 定資産等の売却からの収入のように,「損益」勘定(No.80)
に直接記帳されず,勘 定科 目表雛型にある 「固定資産の売却 とその他の除却」勘定(No.47),
7》
「その他の資産の売却」勘定(No.48)が 適用される場合 もある([11]5ペ ージ)。
nBy9/99で は,会 計に対する規範的規制システムにおいて収益の認識条件を新生 ロシアで
初めて明記 し,① 売上代金の受領の権利,② 売上高の金額の確定,③ 経済的便益の増加,④ 所
有権の移転,⑤ 取引上の費用測定の可能の五つの条件を挙 げている(12条 参照)。 これは財務諸
表の国際基準 に準 じたものとされているが([11]5ペ ージ),そ の基礎 には財貨 または役務 を販売
した ときに収益を認識する販売基準(実 現主義)が あると解 される。ただ しまた長期間にわた
って遂行 される作業(建 設,地 質調査な ど),提 供 され る役務(調 査サー ビス,市 場調 査な
ど),製 造販売される生産物(造 船,大 規模施設など)か らの収益は,進 行基準 または完成基準
のいずれかで認識 され る(13条 参照)。従前には進行基準は長期間の作業 と役務 に対 してのみ「未
完成作業の進行段階」勘定(No.36)を 活用 しで既に実施 されていたが,2000年1月1日 からは
長期間にわた って製造販売される生産物にも適用されることになる([11]5ペ ージ)。さらに売上
高の金額が決定できないときには,後 日に補填 され る会計上認められた費用金額で測定 される
が(14条 参照),こ うした機会はロシアの会計実務には少ないといわれる。しか し国際的な会計
経験を摂取 してこの規定が設けられた([11]4ペ ージ)。そして15～16条 では,組 織の主活動以外
からの収益,実 現外収益の測定方法 を示している。
nBy9/99で 定めている収益の会計報告書への開示方法は(17～21条 参照),2000年 度の財務
諸表から採用される。今後 は,① 売上高の認識方法,② 進行基準の内容の二つの情報が最低限
開示され,ま た損益計算書には売上高,営 業収益,実 現外収益,特 別収益が順次表示され,さ
らに表1に 掲出 した 「"ゼグメント情報"の 会計規程」(nBy12/2000)に 基づいて,当 期総収
益の5%超 の各収益情報が示 される。 また契約で非貨幣的資金による売上代金の受領 を予定 し
ているときには,国 際的要請に従って①その契約 を締結 した組織の総数 とその売上高の主要な
部分 を占める組織の表記,② 関連組織 との契約で得た売上高の部分,③ 引き渡 した生産物(商
品)の 価額の測定方法の情報が開示される。その際,関 連組織は表1に 掲出 した 「黙関連当事者
の情報"の 会計規程」(nBy11/2000)に 従って決定 される([4]13ペ ージ)。 なお会計基準 によ
7)勘 定科目名の後の括弧内の番号は,勘 定科目表雛型に盛 られた勘定の整理番号である。この点について
は[19]を 参照されたい。
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って損 益勘定 に記帳 されな いその他 の収益 は,「 次期以 降の収益」勘 定(No,83)で 示 され る。
IV費 用の会計規程の内容
HBy10/99は,1.総 則(1～4条),II.通 常的種類の活動からの費用(5～10条),IILそ の
他の費用(11～15条),IV.費 用の認識(16～19条),V.会 計報告書への情報開示(20～23条)
か らな り,規 程の構成はnBy9/99の それ と同 じである。
1の 総則では,非 営利組織の費用はその事業活動等の費用であるとした上で,本 規程 は主に
信用 と保険の組織を除 く法人の営利組織のための費用の情報 を規定するとし(1条),費 用 とは,
資産(貨 幣的資金,そ の他の資産)の 流出,お よび(ま たは)参 加者(資 産の所有者)の 持分
の減少を除 く当該組織の資本の減少 となる債務の発生の結果 としての経済的便益の減少であり
(2条),① 流動外資産(固 定資産,無 形資産など)の 取得のための,② 他組織の定款資本(共 同
出資)へ の参加のための,株 式会社の株式や再販売 しないその他の有価証券の取得のための,
③慈善活動への寄付,ス ポーツ,レ ク リエーション,娯 楽,文 化,啓 蒙的施策のための資産の
流出は費用 とならず,支 払われた④契約金,⑤ 暫定金,⑥ 前払金,⑦ 手付金,⑧ 借入金返済額




し,本 規程で は通常的種類の活動の費用 と異なる費用をその他の費用 とし,そ の他の費用 とし
て特別費用(qpe3BHqa銃HHepacxo八bI)を 関連づけるとしている(4条)。
IIの通常的種類の活動の費用では,こ の費用を生産物 の製造 と販売,商 品の仕入 と販売,作
業の遂行 と役務の提供に関連 した費用 と規定 した上で,リ ース会社ではその活動の費用,パ テ
ントや産業見本等の知的所有物 を有償で提供することを主活動 とす る組織ではその活動の費用,
他組織の定款資本への参加を主活動 とする組織ではその活動の費用は通常的種類の活動の費用
となるが,組 織の主活動 とならない資産の賃借,知 的所有物の受理,他 組織の定款資本への参
加 の費用は営業費用 とな り,固 定資産,無 形資産な どの減価償却費 は通常的種類 の活動の費用
となるとし(5条),通 常的種類 の活動の費用は貨幣等による支出額 または債務額で計上され,支
出額が費用の一部のみ償 うときには支出額 と債務額(支 出額で償われなかった部分)で 計上 さ
れる としている(6条)。
また,① 支出額 と債務額 は組織 と仕入先(請 負主)と の契約価格で決定 され,契 約条件に価
格が示されていない ときには,類 似の棚卸資産や物財,作 業,役 務 の価格 との比較で決定 され
ること(6.1条),② 支払の延期や分割を予定した信用で得た棚卸資産や物財,作 業,役 務の費用
はその債務総額で計上されること(6.2条),③ 契約で非貨幣的資金による支払を予定した支出額
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と債務額は,組 織が提供 した物財の価額で計上 され,そ の価額は類似の物財の価額 との比較で
決定 され ること(6.3条),④ 支払の契約条件を変更する場合には,当 初の支出額 と債務額 は組織
が引き渡す資産価額に基づいて修正されること(6.4条),⑤ 支出額 と債務額は契約に従って割引
(割増)を 考慮 して決定 されること(6.5条),⑥ 支払を外貨で行 うときには,そ の為替差額を考
慮 して支出額が決定 されることなど(6.6条)を 規定している。
さらに,通 常的種類の活動の費用 として,① 原材料,商 品,そ の他の棚卸資産の取得 に関連
した費用,② 生産物の生産,作 業の遂行,役 務の提供のための物財の再加工過程で直接生じた
費用,商 品の販売過程で生じた費用(固 定資産の維持管理費,販 売費,管 理費など)を 挙げ(7
条),通 常的種類の活動の費用は,① 物的費用,② 労働支払,③ 社会的必要への控除,④ 減価償
却,⑤ その他の費用の要素別 に分類 されるとしている(8条)。 くわえて組織の財務的成果の算定
のために販売する商品,生 産物,作 業,役 務の原価が測定され(9条),原 価の要素や項目 とその
算定の視点からの生産物製造,商 品販売,作 業遂行,役 務提供の各費用の計算基準 は会計の個々
の法規や指示で設定される(10条)と 規定 している。
IIIのその他の費用(npoqHepacxo胴)で は,営 業費用 として,5条 で触れた組織の主活動 とな
らない資産の賃借,知 的所有物の受理,他 組織 の定款資本への参加の費用の外に,① 貨幣的資
金(外 貨を除 く),商 品,生 産物 とは別の固定資産やその他の資産の除却の費用,② 貨幣的資金
の借入のための支払利息,③ 信用組織か ら得た役務に対する支払費用,④ その他の営業費用を
列挙 している(11条)。 また実現外費用 として,⑤ 契約条件違反により支払った罰金,延 滞料,
違約金,⑥ 組織が与えた損失を補填するための支出,⑦ 当期に認めた過年度の損失,⑧ 訴訟有
効期間が経過 した債権額,⑨ 為替差額,'⑩ 資産(流 動外資産を除 く)の 価額低下額,⑪ その他
の実現外費用を列記している(12条)。 さらに特別費用は,経 済活動の異常事態(天 災,火 災,
事故など)の 結果 として生 じた費用であるとしている(13条)。
くわえて,そ の他の費用はつぎの方法で測定 されるとしている(14条)。 ①11条 でみた固定資
産やその他の資産の除却の費用,支 払利息,支 払費用,組 織の主活動 とならない知的所有物の
受理,他 組織 の定款資本への参加の費用は,6条 と同様な方法で測定 されること(14.1条)。 ②
12条 でみた罰金,延 滞料,違 約金,損 失補填のための支出は,法 廷で判決 された金額 または規
定の金額で測定されること(14.2条)。 ③12条 でみた債権額 は組織の会計に記帳された金額で測
定 されること(14。3条)。④12条 でみた資産の価額低下額は資産再評価の基準 に従って測定され
ること(14.4条)で ある。そして会計の基準で他の方法を定めていない場合 には,そ の他の費
用は損益勘定 に記入されるとしている(15条)。
IVの費用の認識では,費 用 を認識す る条件 として,① 具体的契約,法 的要請,取 引の慣習に
従って費用が発生 していること,② 費用の金額が確定されてい ること,③ 取引の結果 として経
済的便益が減少す ることを挙げて,組 織 に生 じた費用 との関連で上記の条件の一つでも充たさ
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れていないときには,会 計上,債 権 とな り,ま た減価償却は償却資産価額,耐 用年数,償 却方
法を基礎にして算定 されたその控除額であるとしている(16条)。 また費用は売上,営 業収益あ
るいはその他の収益を獲得 しようとする意図,費 用の発生形態(貨 幣的形態や現物的形態)に
関係な く認識される(17条)。 経済的活動事実の時期的認識の公準に基づき費用は,貨 幣的資金
やその他の形態での実際の支払 と関係なくその発生 した会計期間に認識されるが,も し組織が
引 き渡 した生産物,納 入 した商品,遂 行 した作業,提 供 した役務に対する所有権,利 用権,管
轄権の移転 によることなく貨幣的資金等の受入後 に,生 産物や商品の販売からの売上 を認識す
る方法を採 るならば,費 用 も債権債務の決済がなされた後で認識 されるとする(18条)。
また,費 用は①費用 と収益の対応(cooTBeTcTBMe耳oxo八oBMpacxo几oB),② 費用の各会計期間
への配分(費 用がい くつかの会計期間にわたって収益の獲得をもたらす とき,ま たは費用 と収
益 との関連が明確に決定できないかあるいは間接的に決定するとき),③ 経済的便益(収 益)の
未受領 または資産の流入 となる会計期間期 に認識 される費用を考慮 して,さ らに④課税の算定
の基礎 と関係な く,⑤ 債務の発生時期を考慮 して,損 益計算書に表示され る(19条)と 規定 し
ている。
Vの 会計報告書への情報開示では,組 織の会計方針の情報 として販売費 と管理費の認識方法
を開示 し(20条),① 損益計算書 には販売 した商品,生 産物,作 業,役 務 の原価,② 販売費
(KoMMepqecKMepacxo胆),③ 管理費(yHpaB∬eHqecKHepacxo恥1),④ 営業費,⑤ 実現外費用,
⑥特別費用(発 生 した とき)の 区分を設 けて表示されるとしている(21条)。 その際,当 期総収
益の5%超 を占める収益 をその各種類別に表示している場合には,そ こに対応す る費用部分 を
各種類別 に示 し(21.1条),営 業費用 と実現外費用は,会 計法規での容認があ りまたはとくに禁
止 されていない とき,ま た組織の財政状態にとって重要でない指標については,対 応する収益
との関連で詳細 に表示 しないこともできるとしている(21.2条)。 また会計報告書には最低限,
①費用要素の区分で通常的種類の活動の費用,② 当期における販売 した生産物,商 品,作 業,
役務 の原価算定 と関連のない費用額の変化,③ 会計基準 による引当金(当 面のリザーブ,評 価
性引当金など)の 設定 と関係 したその控除額 に等 しい費用を開示し(22条),会 計法規によって
損益勘定に記帳されない当期のその他の費用は会計報告書には別個に開示されることを規定 し
ている(23条)。
V若 干 の コンメン タール
費用の情報を定めたn5y10/99の 内容 は,収益の情報 を規定したnBy9/99の 内容 と対応 し
て制定 されている。したがってnBy10/99の 解説はさほど必要 としないので,こ こではとくに
留意すべ き点のみを指摘 しておきたい。
nBy9/99と 同様 に,'nEy・10/99は 主に営利組織 にお ける費用に関する会計情報を定めた も
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のであ り(1条参照),費 用概念 を当該取引による経済的便益の減少 として定義づけ(2条 参照),
ついでいわゆる資本的支出や中性的支出に相当する項 目を費用から除外 している(3条 参照)。こ
の場合,慈 善活動やスポーツ ・文化 ・啓蒙活動のための支出を費用 としないことは,国 の法の
要請 とロシアの伝統 と関係 してお り,そ の経費 は組織の管轄下にある純利益によって賄われる
([4]8ペ ージ)。収益 と同じ基準に基づいて,収 益 に対応する費用は通常的種類の活動の費用,
営業費用,実 現外費用,特 別費用 とに区分される(4条参照)。 この区分に従って今後,組 織 は費
用を自主的に識別すること.になるが,従 前には特別費用は実現外費用の中に含まれていたもの
である([11]6ペ ージ)。
通常的種類の活動の費用は,生 産物の製造 と販売,商 品の仕入 と販売,作 業の遂行 と役務の
提供に関連 した費用であるが,そ の上で収益の場合 と同様 に,リ ース取引等の費用を組織の主
活動かそうでないかを基準にして通常的種類の活動の費用または営業費用 にするとしている。
また5条 では費用の一つ として減価償却費を明記している(5条参照)。収益の場合 と同様 に,通
常的種類の活動の費用はその支出額 または債務額(支 出額で償われなかった部分)で 計上され,
その金額の決定方法 を規定 している(6条 参照)。
7～10条 の内容 は新 しい規定である([11]7ペ ージ)。7条 では通常的種類の活動 を,① 原材料,
商品,そ の他の棚卸資産 の取得 に関連 した費用 と②生産物の生産,作 業の遂行,役 務の提供の
ための物財の再加工過程で直接生じた費用,固 定資産維持管理費,販 売費,管 理費等の二つに
区分 しているが,換 言すれば概 して,前 者の費用は棚卸資産を計算する勘定の借方との対応で
その取得上の決済を計算する勘定の貸方に形成 される費用であり,後 者の費用は労働支払や社
会保険等の決済についての債務の発生を計算する勘定の貸方に一当該費用 を計算する勘定の借
方との対応で一形成 される費用である([11]7ペ ージ)。8条 では通常的種類の活動の費用 を五つ
の要素に分類 しているが,そ の中の減価償却は固定資産のそれだけでなくすべての償却資産の
減価償却を含めることになる。9条 では販売す る商品,生 産物,作 業,役 務の原価 を測定する
としているが,そ れは前期 と当期 に認められた通常的種類の活動の費用,お よび次期の収益 と
関係する繰 り延べ られる費用を基 にして,生 産物の生産,作 業の遂行,役 務の提供,商 品の販
売の特徴か ら修正を考慮 して算定 される。この場合,管 理費は通常的種類の活動の費用 として
認めた会計年度の販売 される生産物,商 品,作 業,役 務の原価 とな り得る。なお販売費 は,企
業活動の種類 によって 「販売費」勘定(No.43)ま たは 「流通費」勘定(No.44)の いずれかで
把握 される。10条 では各費用の計算基準 は会計法規や指示で設定されるとしているが,「現在,
財務省は生産物,作 業,役 務の生産費 と原価の計算に関する方法論的指示を作成 しているとい
われている([11]7ペ ージ)。
11～15条 では,nEy9/99と 同様 に,営 業費用 と実現外費用の内容,そ の金額の測定方法を




nEy10/99は,費 用の認識条件 として,西 側の会計実務で広 く知 られている①取引 による費
用 の発生事実,② 費用金額の確定,③ 経済的便益 の減少の三つの条件 を挙 げている(16条 参
照)。 また16条 では,① 償却資産価額,② 耐用年数,③ 償却方法に基づいて算定 される減価償却
は費用 として認識され るが,そ の算定は表1に 掲出した 「"固定資産会計"の 会計規程」(HBy
9)
6/97)に 基づいて行われる。 さらに収益獲得の意図や発生形態に関係なく(17条 参照)ま た
実際の支払 と関係な く(18条参照),費 用はその発生 した会計期間に認識されるが,こ れは世界
の会計実務 と同 じ発生主義による費用の認識方法 を採っている([11]8ペ ージ)。だが18条 の後段
では,例 外 として売上高を現金主義によって認識する方法 を採っている場合 には,費 用 も債権
債務の決済後 に認識す るとしている。 この例外規定 については,後 に再び触れることにしたい。
19条 は費用の損益計算書への表示方法を示 しているが,と くに課税の算定の基礎 と関係なし
に費用が表示されるとしている。
'HBy「10/99で 定めている費用の会計報告書への開示方法は(20～23条 参照),収 益のそれ と
同様に,2000年 度の財務諸表から採用される。よって今後,① 販売費 と②管理費の認識方法は
開示 され,ま た損益計算書には売上原価,販 売費,管 理費,営 業費用,実 現外費用,特 別費用
が順次表示 され,さ らに収益に対 してゼグメント会計を適用したときには,そ れに対応する各
費用情報 も示され る。 また①費用要素別の通常的種類の活動の費用,② 売上原価 と関連 しない
費用額の変化,③ 各種引当金の設定額が最低限開示 され る。 そのうち引当金の設定額の開示は,
財務諸表の利用者に対する組織の財政状態の詳細な情報 をいっそう提供するために,今 回新た
に設 けられた ものである([4]9ペ ージ)。 なお会計基準によって損益勘定に記帳されないその他
の費用は,「次期以降の費用」勘定(No.31)で 示 される。
VI二 つの会計規程の意義
nBy9/99と 』HBy10/99の 二 つの会計規程 で定 め られた収益 と費用 の情 報 は,2000年 度 の
会計報 告書 一 ロシアで は財務諸 表 を会計報 告書(6yxr鋤TepcKaHoTqeTHocTb)と呼 んで いる一
にそれ ぞれ表示 され る。 このた め表1}と 掲 出 した 「"組織 の財 務諸表"の 会計規程 」(・nBy4/
99)に 基 づ いて([8]4ペ ー ジ),2000年1月13日 に新 しい会計 報告 書の様式 が財務省 によって承
認 された([13]9～24ペ ー ジ)。
表2は 各 種 の会計報 告書 の中 の一 つの年度 損益計 算書(OrqeTo叩M6bmqxHy6HTKax)の様
8)引 用文献の[5][6][7]で は乳収益と費用に係わる具体印な取引の仕訳と記帳を勘定科目表雛型にある
諸勘定で解説 している。




項 目 行 の コ ー ド 当 期 前 期
1.通 常的種類の活動についての収益 と費用



























税 引 前利 益(損 失)























当 期 前 期
項 目 行 の コー ド








期末棚卸資産の原価低下 250 × X
訴訟有効期間が経過した債権債務の消却 260
270
[出 所][13]10ペ ー ジ。
10)
式(No.2)で ある。 この様式か ら分かるように,二 つの会計規程に従って収益 と費用が表示さ
ていると同時に,両 者の差額 としての利益が計上 されている。利益 は,① 売上高から売上原価
を差 し引いた総利益(029行),② 総利益か ら販売費 と管理費 を差 し引いた販売か らの利益(050
行),③ 販売か らの利益に営業収益 と営業費用,実 現外収益 と実現外費用をそれぞれ増減 した税
引前利益(140行),④ 税引前利益か ら利益に対する税等を差 し引いた通常的活動か らの利益(160
行),⑤ 通常的活動か らの利益から特別収益 と特別費用 を増減 した純利益(190行)の 順序で計上
されている。この場合,nEy12/2000に 従って売上高 とその原価についてのセグメント情報 も
開示 されている(011～013行,021～023行)。
なお,利 益に対する税等 を差し引いた後に特別収益が示 されているが,特 別費用を控除 した
特別収益に対 しては課税される([7]17ペ ージ)。 よって 「nBy9/99とnBy10/99の 内容は課
税 目的のためには直接 には適用されない」([4]12ページ)。 そこで会計目的と課税目的のそれぞ
れの損益計算は調整される必要がある。企業会計の収益,費 用 と税務会計(Ha∬orOBb崩yqeT)
のいわゆる益金,損 金 とが一致しないか らである。
この場合現在では,1999年1月1日 か ら適用されている 「ロシア連邦税法典」の54条 では,
企業 は会計記録に基づいて課税の基礎が算定 されなければな らない としている([10]4ペ ージ)。
その上で,課 税 される利益 は1995年7月1日 付で改訂された連邦政府決定「費用組成の規程(略
11)
称)」で行われる。 この規程では,益 金 とならない収益や損金 となる費用の リミットなどが設
10)財 務省が今回承認した年度会計報告書の組成に含まれるものは,① 貸借対照表,② 損益計算書,③ 資本
の動態報告書,④ 貨幣的資金の動態報告書,⑤ 貸借対照表の付属明細書,⑥ 取得した資金の特別利用の報告
書であり,こ れらの様式に対しては貸借対照表から順 に番号が付される。よって損益計算書の様式はNo.2
となる。




けられている。 よってnBy9/99とnBy10/99に基づ く収益 と費用か ら測定された利益額は,
「費用組成の規程」に基づ く益金 と損金から算出される利益額によって修正されることになる([16]
29～30ペ ージ)。
また,二 つの会計規程で定められた収益 と費用の概念,認 識 は2000年1月1日 か ら企業に対
して適用される。 このためこれまで混乱 をもた らしていた収益 と費用の概念,認 識の問題も解
明された。
当初,収 益 と費用の概念は,財務省傘下の会計方法論会議 と職業会計士協会代表者会議 で1997
年12月29日 付で承認された提言「ロシアの市場経済における会計概念」で最初 に定義 された([9]
12)
4～7ペ ージ)。 この提言では,「収益 とは,会 計期間における経済的便益の増加,ま たは所有
者の出資 とは別の資本の増加 をもた らす債務の減少である。収益には実現からの売上高,役 務
に対する対価,受 取利息,受 取配 当金,ロ イヤリティー,賃 貸料,ま たその他の収益(固 定資
産売却からの収入,市 場性有価証券の再評価によ り得た未実現利益な ど)が含まれる」(7.5項)
とし,他 方,「 費用 とは,会 計期間における経済的便益の減少,ま たは資本の減少(所 有者の撤
退に基づ く変化を除 く)を もたらす債務の増加である。費用には物的経費,生 産物(作 業,役
務)の 生産費,従 業員 と管理要員の労働支払,減 価償却控除,そ の他の経費,ま た損失(天 災,
固定資産売却,為 替 レー ト変動からの損失な ど)が 含 まれ る」(7.6項)と し,そ して 「将来の
経済的便益 とは」組織への貨幣的資金 またはその等価物の流入を直接にあるいは間接に促す資
産の潜在的可能性である」(7.2.1項)と 定義 された。さらに収益 と費用の認識については,「収
益は,適 応の資産 と関係 した将来の経済的便益の増加 をもたらすまたは債務の減少が確実に測
定可能であるときに,損 益計算書に認識 される」(8.5項)と し,他 方,「 費用は,資 産の減少に
基づ く将来の経済的便益の減少をもたらすまたは債務 の増加が確実に測定可能であるときに,
損益計算書に認識される」(8.6項)と 定義 されていた。
その後,提 言の こうした収益 と費用の概念,認 識の定義 は,国 際会計基準 とのいっそうの調
和化 を目指 して検討 された。その結果 として,今 回の二つの会計規程では改めてその内容が規
範的会計システム として盛 られることになった。nByg/99の2条 で収益を当該取引 による経済
的便益の増加 として,nBy10/99の2条 で費用 を当該取引による経済的便益の減少 としてそれ
ぞれ規定 していることは,1997年 の提言でなされたいわゆる広義説 による定義をその基礎にし
ている。さらに・nBy9/99の12条 で収益の認識 として五つの条件を,・nBy10/99の16条 で費用
の認識 として三つの条件をそれぞれ挙げているが,こ れは1997年 の提言で示された定義をいっ
そう精緻化 した ものとなっている。 しか も二つの会計規程の この認識条件の中には,西 側の会
計思考 と同じように,収 益を販売基準(実 現主義)で 費用を発生主義でそれぞれ把握する思考
12)1～9項 か ら な る提 言 は1.序 文,2.総 則,3.会 計 の 目的,4.会 計 の 組 織化 の基 礎,5.会 計 で 形 成 され る情
報 の 内容,6.会 計 で 形成 され る情 報 へ の要 請,7.利 害 関 係 者 のた め に会計 で形 成 され る情 報 の 組 成,8.資 産,
債 務,収 益,費 用 の認 識 カテ ゴ リー,9.資 産,債 務,収 益,費 用 の 評価 か らな っ てい る。
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が採 り入れ られている。
しか し,HBy10/99の18条 の後段では,売 上高を現金主義で認識する場合 には,費 用 も債権
債務の決済後 に認識す るという例外規定 を定めている。 この点については多 くの論者が以下の
ように解説 している。その一つは,こ の規定を定めた意図は費やされた資金の流れ とその費消
の結果で得た収益 との対応をもたらすための ものである。だが,こ の規定を実施するためには
その指示 を別に定める必要があ.る,と い う([4]9ペ ージ)。もう一つは,現 金主義の会計を採 っ
ている組織 に対 して適用 されるこの規定 は,1998年12月21日 付財務省令 「小事業主体のための
会計の組織化についての雛型勧告」ぞ初めて認められた ものである。一方で売上高を現金主義
で決定 し,他 方で費用を請求書で決定す ることはより太 き・な経済的混乱 を引 き起 こす ことにな
る,と いう([11]8ペ ージ)。
こうした状況の もとで,ロ シア連邦課税 と徴税省の2000年6月9日 付書簡で,課 税 目的のため
には'HBy10/99の18条 の後段の規定は組織(小 事業主体を除 く)に は適用されない ことが告
げられた([12]9ペ ージ)。
ところで,か ってのソビエ ト会計では,一 般の企業 と卸売商業では 「商品の実現のモメント
(MoMeHTpea朋3a耶H)は 得意先企票か らの支払代金の受領」であり,消 費協同組合などでは「実
現のモメントは銀行への代金請求書の提示」であ り,農 業企業では 「生産物の実現のモメント
13)
はその調達組織への引渡」であるとされていた([14]117～118ペ ージ)。 つまり,収 益は一部
の企業では販売基準(実 現主義)で 認識 されていたが,多 くの企業では現金主義で認識されて
いた。 しか も収益を現金主義で認識 していた多 くの国営企業では,市 場の欠落 した計画経済下
で,マ ーケティング活動 もな く,真 の独立採算制 も採 られずに,計 画に従 って産出した財貨 を
決められた得意先企業へ納入することが重要な課題 とされ,収 益 を自主的に認識する慣習はな
かった。企業間の取引の決済 は,国 立銀行(roc6aHK)に ある各企業の勘定を通 して銀行を中
14)
心にして実施されていた。 こうした状況のもとで新生 ロシアでは,計 画経済から市場経済へ
の移行が一気に行われ,そ れに照応 した企業会計制度の構築が進 められた。
このため,ソ 連邦崩壊直後の1992年3月20日 に財務省が制定 した最初の 「会計 と報告書の規
程」の70条 では,売 上高は,① 銀行の勘定への代金の振込,ま たは現金の受領によって,ま た
15)
は②商品の積送や決済証葱書類の得意先への提示によって認識されると定 められた。 そこに
はソビエ ト会計の残津を示す売上代金の受取時の現金主義 と,商 品納入時の販売基準(実 現主
13)引 用したこの会計用語辞典は第1版(1971年),第2版(1984年),第3版(1990年)と版を重ねているが,
「実現のモメント」の解説文はすべて同文であった。





義)と が併記されていた。 その後,「1996年 以降,発 生主義会計の方法がすべての企業にタって
利用されなければならない基本的なもの として言明される」([17]41ペ ージ)と ともに,「会計
と報告書の規程」に対 しても部分改訂が重ね られ,1998年7月27日 付 で改訂 された現行の規程
16)
ではさきの70条 の規定は無 くなった。 しか しそれは課税 目的のために 「費用組成の規程」に
は残 された。
こうした経緯を経て,15人 以下の小事業主体での現金主義会計の採用 という例外 を除いて,
すでに考察 したような販売基準(実 現主義)と 発生主義 を基礎 とした収益 と費用の認識 につい
ての条項が,今 回の二つの会計規程に明記 された。この点にnBy『9/99とnBy10/99が 制定さ
れた重要な意義の一つがある。
もっとも,西 側で周知の収益 と費用の概念,認 識の思考がロシアの規範的会計規制システム
の中に導入 されたとしても,そ れが個々の企業の会計実務 において会計法規 に従 って実施され
てい くためには,な お解決 しなければな らない課題が残 されている。
第1は,こ れ までのソビエ ト会計で長 く採用 されていた現金主義の慣習 を払拭 し,導 入 され




企業間契約が履行 され,企 業間信用が遵守されていくことである。 なぜ ならば,市 場経済の




ールは,・nBy9/99と ・nBy10/99で 規定された概念,項 目,認 識,測 定に基づいて収益情報と
費用情報がすべての企業において問題 なく処理されてい くときともいえるのである。
16)1998年 の改訂版については[26]を 参照されたい。
17)ロ シア経済の低迷の例として,従 業員に労働支払ができない企業では,産 出した生産物などを企業間で
物々交換 し,支 給されたその現物を従業員は換金すること,ま た「税金対策 として,実 際に行われる取引を
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